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開港153年目の横浜港
横浜港は、安政6年6月2日（1859年7月1日）に開港し、現在の横浜市中区関内付近にあった横浜村に
築港されました。当時の横浜村は半農半漁の寒村でしたが、波止場や居留地が整備され、今日の繁栄に至り
ました。開港当時から生糸や茶の輸出、綿糸、綿織物、砂糖の輸入が盛んで、生糸の輸出は1929年の世
界恐慌当時まで横浜港の最大の貿易品でした。
発展を続けている横浜港も、大正12年（1923年）の関東大震災では、当時の施設はそのほとんどが壊滅
的は被害を受けましたが、国、神奈川県、横浜市、そして商人や市民などにより復興事業が進められました。
10年ほど、昭和初期には元の姿に戻りましたが、瓦礫を利用した臨海公園・山下公園など、現在の代表的
な建築物や名所も造られました。
第二次世界大戦では、米軍から30回以上を超える空襲を受け、終戦後は港湾施設の90％が連合国軍（米軍）
に接収され、商業港としての働きは完全に止まりました。接収の解除は昭和27年（1952年）以降まで続
きました。現在の横浜港は、10の埠頭、249のバースを有し、2010年の入港船舶数は37,359隻、貿
易総額は10兆3,360億円で、異国情緒に溢れる観光の町でもあります。
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1945年10月24日に51カ国で発足し
た国際連合は、現在193カ国（7月14日
に南スーダン加盟を承認）、9月23日
にはパレスチナ自治政府が国家とし
ての国連加盟申請書を提出した。この
パレスチナの申請には安全保障理事
会（安保理）の常任理事国である米国
がいち早く反対、拒否権を試行すると
表明しており、安保理での承認は不可
能であろう。パレスチナの国連加盟が
認められれば、テロ組織の大きな闘
争目的の一つが消滅すると思われる
のだが、超大国の安全保障と外交は、
そう簡単に物事を進ませたくないよ
うだ。
国連・安保理の重要性は今さら記述
することもない。第二次世界大戦後
66年を経て世界情勢は大きく変化し
た。大きな変化としては東西に二極化
させていた冷戦が終結し、米国が唯一
の超大国となり、グローバリゼーショ
ンが進展するかと思われた。しかしそ
の後、「文明の衝突」と称される民族、
宗教、文化・文明の違いからの紛争や、
最近では「アラブの春」と呼ばれる
独裁体制に反発する民衆の運動が表
面化した。まだまだ独裁者国家は存
在し、一党独裁国家も存在する。こ
れからの世界の変動は今まで以上に
予想しがたい。
このような変動、紛争がさらに様々
に変化しながら多発するであろうこ

と、アジア、アフリカ、南米、中東
の経済発展、人口増などを考えると、
安保理の、世界の安全と平和を維持
するための話し合いと、その活動は、
今まで以上の大きな成果が期待され
ている。しかるに、安保理体制は、こ
の66年間に常任理事国5カ国は変わら
ず（1972年までは中華民国（現在台
湾）が常任理事国）、非常任理事国が
6カ国から4カ国増え10カ国になった
（1965年改革）に過ぎない。2005年に
安保理の代表制、効率性、透明性を
向上させるための早期改革が合意さ
れたが、6年経っても「活発な議論が
行われている」に留まっている。
何が問題なのか。常任理事国を5カ

国以上にすることか。どういうわけか
常任理事国5カ国は全て核兵器国であ
る。NPTではこの5カ国しか核兵器国
として認めておらず、牽制、小競り合
いを繰り返しているこの5カ国がNPT

に守られた核クラブ、安保理常任理事
国を形成している。不思議な光景だ。
しかし、そのNPTを無視して核兵器
をすでに保有している、あるいは開発
を進めている国々もある。独裁者に
とっても最後の切り札は、核兵器であ
る。強力な戦力として、お金のかかる
直接配備をしなくても、核は国際関係
における独裁者としての待遇の改善、
地位向上を図るための強力な道具と
信じられている。それらNPT外の核

兵器国をもNPT核兵器国が見て見ぬ
振り、否、認めている部分もあるの
が現状である。
今後、安保理・常任理事国に立候
補しようとする国々は、核保有が必
要条件ということか。

国連の分担金も不思議だ。安保理で
の5カ国の「拒否権」という、他の188カ
国には与えられていない権利を固持
しているからには、さぞかし5カ国の
国連予算の負担率も多いのだろうと
思いがちである。2011年の負担率は、
米国22％（1位）、英国6.6％（4位）、
フランス6.1％（5位）、中国3.2％（8位）、
ロシア1.6％（15位）である。5カ国が
1～5位を占めていて当然と思われる
が、そうではない。1位の米国と15位
のロシアの間に、上位から順に日本、
ドイツ、イタリア、カナダ、スペイ
ン、メキシコ、韓国、豪州、オラン
ダ、ブラジルが挟まっている。2位の
日本と3位のドイツを合わせると、英
国、フランス、中国、ロシアの4核兵
器国の分担金合計より3％も多い。「分
担率で決まるのではない」との声も
聞こえる気がするが、「では核保有か」
と言いたくなる。

第二次世界大戦中の核兵器の開発
とその実証、その後の核軍拡、核拡
散による異常な核依存体制により、世

国連安保理の不思議
進展しない制度改革
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界の安全保障は24時間365日絶え間な
い緊張を強いられ続けている。のどか
で穏やかであった人と人の信頼関係、
交流、そして助け合いも、そのよう
な国際社会の余裕を無くした緊張状
態により、今後も細々とでも続けて
いくことが出来るのかどうか、将来

に対する不安は尽きない。ノーベル
財団によるオバマ大統領の2009年4月
のプラハ宣言に対する平和賞授与は、
安保理改革の状況を見ただけでも授
与倒れの感が高い。
核のない世界は夢のまた夢、核の

パンドラの箱はもう閉じることは出

来ないだろうか。われわれ人類の将
来は、政治家への期待よりは、アラ
ブの春のように市民の行動力に期待
するしかない。独裁者国家、一党独
裁国以外は、市民がもっと政治に関
与すべきだ。

（編集部）

いんふぉ くりっぷ

9月20日の第36回原子力委員会定例会
議において、2010年12月末のわが国の
プルトニウム保有量が報告され、発表
されました。

（　）内数値は2009年12月末の値
（単位：kgPu）

１. 国内に保管中の分離プルトニウム量
○再処理施設

JAEA 日本原燃㈱

硝酸プルトニウムなど
［溶解後、貯蔵容器に
貯蔵される前までのプ
ルトニウム］

672
（673）

281
（279）

酸化プルトニウム［酸
化プルトニウムとして
貯蔵容器に貯蔵されて
いるもの］

80
（103）

3,329
（3,329）

合　　計 753
（777）

3,610
（3,607）

（JAEA：日本原子力研究開発機構）

○JAEAプルトニウム燃料加工施設
酸化プルトニウム［酸化プルトニウ
ム貯蔵容器に貯蔵されているもの］

1,916
（2,304）

試験及び加工段階にあるプルトニ
ウム

1,026
（1,008）

新燃料製品［燃料体の完成品として
保管されているもの］

424
（171）

合　　計 3,365
（3,483）

○原子炉など

常陽＜高速増殖実験炉＞ 134
（134）

もんじゅ＜高速増殖原型炉＞ 31
（161）

実用発電炉 1,600
（1,458）

研究開発＜臨界実験装置など＞ 444
（443）

合　　計 2,208
（2,196）

上記合計 9,936
（10,063）

２. 海外に保管中の分離プルトニウム量
－ 基本的に海外でMOX燃料に加工
してわが国の軽水炉で利用予定－

（　）内数値は2009年12月末の値
（単位：kgPuf；核分裂性プルトニウム量）

英国での回収分 11,643（11,531）

仏国での回収分 11,730（12,599）

合　　計 23,373（24,130）

３. 分離プルトニウムの使用状況
（2010年分） （単位：kgPu）

○酸化プルトニウム回収量
JAEA再処理施設 0（0）

日本原燃㈱再処理施設 0（0）

合　　計 0（0）

○燃料加工工程での使用量

もんじゅ・常陽等 412
（191）

○原子炉施設装荷量

原子炉施設 1,462
（1,345）

国際原子力機関（IAEA）により公表
されている各国のプルトニウム保有量
は以下の通りです。
－ 対象：民生用プルトニウム、不要
となった軍事用プルトニウム－

（2009年末現在）
（単位：トンPu）

使用前
プルトニウム

使用済燃料中の
プルトニウム

米国 53.9 532

ロシア 47.7 122

英国 112.1 34

仏国 81.8 237

中国 0.0 （報告対象外）*1

日本 10.0 144

ドイツ 5.4 93

ベルギー 0.0 33

スイス 0.0 16

注１）上記はそれぞれ自国内にある量。
*1： 中国は、使用前プルトニウム量についてのみ公
表する旨表明。

わが国のプルトニウム管理状況
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津島　本日は、将来のエネルギー政
策、原子力政策に関して意見を交換し
たいと思います。当然のことながら
エネルギー政策は、中長期の問題を
常にしっかり踏まえて議論しないと
意味がありません。現在、エネルギー
政策の議論は、3月11日の大震災と津
波に伴う原子力発電所の事故があり
ましたから、とかく今の事故対策や被
害に関することが議論の中心になっ

ています。これはある意味ではやむを
得ないことかと思いますが、基本的
には日本の、そして世界のエネルギー
をどのようにして確保し、そして特に
地球温暖化を中心とする環境問題が
緊急の課題になっていますから、こ
のことを頭に置いてわが国の政策も
誤りなきよう期さなければならない
と思っています。
今日は、それぞれの分野で大変な

権威のあるお二人に来ていただきま
したので、まずお話をお聞きしたい
と思います。初めに、十市先生から
エネルギー政策のあり方について概
括的なお話を伺わせていただきたい
と思います。

2050年90億人での
エネルギー確保

十市　3.11以降の、これからの日本の
エネルギー政策のあり方を考える上
での、私なりに考えている問題意識
を最初にお話させていただきます。
現在、日本の今後の新しいエネル
ギー政策についての論議が始まって
いますが、これだけの事態が起きまし
たので、当然とは思いますが、全体と
して非常に内向き思考が強いと思っ
ています。エネルギー問題はきわめて
グローバルな問題でもありますので、
今世界で何が起きているのか、またど
ういう視点で今後を考えればよいの
かという点を最初にお話しして、次に
日本がとるべき政策のあり方と課題
についてお話したいと思っています。
まず、日本を取り巻く世界のエネ
ルギー情勢について3点ほど指摘した
いと思います。1点目は、今年の1月

将来のエネルギー政策・原子力政策と日本
政治のあるべき姿

津島　雄二 弁護士／前衆議院議員
 （社）原子燃料政策研究会副会長
十市　勉 （財）日本エネルギー経済研究所顧問
森本　敏 拓殖大学大学院教授・海外事情研究所長

津島 雄二 副会長
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から北アフリカ、中東の民主化運動
が続いていますように、世界の石油、
天然ガス資源が最も豊富な地域であ
る中東、北アフリカ地域において、政
治的に不安定な状況が今後もかなり
続いていくと思います。そういう中
で、世界は、開発途上国、とくに新興
国の中国、インドなどを中心に、化
石エネルギーの需要がこれからも大
幅に増加し、また世界の人口が今の
70億人から2050年に90億人に増える
中で、途上国の経済開発に伴ってエネ
ルギー需要が増えていきます。その石
油、天然ガスの供給基地である中東、
北アフリカ地域が非常に不安定な状
況が今起きていることが1点目です。
2点目は、世界的に天然ガスに対す
る期待が非常に高まっているという
ことです。その一つの大きな契機と
なっているのは、アメリカで今進行中
の「シェールガス革命」と呼ばれる新
しい技術革新の動きです。元々シェー
ルガス資源は、大量にあるのは分かっ
ていましたが、コストも高く、開発
ができないと言われていたのが、こ
こ3、4年の技術開発、ブレークスルー
もあり、安く開発できるようになり
ました。これが今後は、世界的に中
国やヨーロッパ、とくに東欧諸国な
どでも開発が進むと見込まれており、
ますます天然ガスへの期待が高まっ
ています。
3点目は、エネルギーの問題、地球
温暖化問題とも絡むのですが、世界
の中でやはり中国やインドが政治的、
経済的、あるいは軍事的な面でも、非
常にプレゼンスを高めてきているこ
とです。エネルギー、環境問題を考
える上でも、この両国の動きを考え
ない限り解決しないということが、ま

すますはっきりしてきました。

安全規制など原子力ガバナンスの
再構築

このような中で、東日本大震災、福
島第一原子力発電所の事故が起きた
ことで、世界の原子力開発自体が大き
な影響を受けつつあります。大震災、
原子力事故を受けて、今後日本が考え
るべきエネルギー政策の教訓として、
次の3点が挙げられます。
1点目は、大規模な集中型の電力供

給システム、特に発電所の電力供給の
あり方自体の見直しが必要ではない
かということです。特に日本のよう
に国土の3分の2が森林に覆われてい
る中で、大規模な発電所、特に原子
力発電所などを立地することを考え
た中で、集中立地がかなり進んできま
した。福島県、新潟県、福井県の3県で、
日本の原子力発電所54基の内、約30基
が集中しています。今回のような未曾

有の自然大災害によって、集中立地
により大きな打撃を受けたこともあ
り、電力の供給に非常に大きな支障
を生じました。このようなことから
これからクリーンで、しかも安全で、
自然災害に強いエネルギーとくに電
力供給システムをどのように築いて
いくかが重要な課題となってきます。
そういう意味で、分散型の電力供給
システムの役割を今後高めていく必
要があると思います。
2点目は、原子力発電所に対する国
民の信頼が大きく損なわれ、これを
今後どう回復していくかということ
です。これが最大の問題ではないか
と思います。そういう意味では、現在、
信頼性の危機「credibility crisis」が
正に最大の、これから我々が乗り越
えていくべき課題ではないかと思っ
ています。その点で「原子力ガバナン
スの強化」が必要です。
原子力ガバナンスという言い方は、

十市 勉 先生
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一般的ではないかしれません。原子
力というのは、元々核兵器開発から始
まったこともあり、それに関わるリス
ク、技術的リスクもあるわけですが、
日本は平和利用として原子力発電の
利用を進めてきたわけです。それを
きちっと安全に操業し、稼働する体
制が本当に整っていたのか、基本的
な疑問がいま提起されていると思い
ます。特に今回の事故を契機にして、
安全規制行政のあり方について、非
常に大きな問題があったのではない
かという疑念です。
原子力については、日本では広島、
長崎での被爆から始まったという歴
史もあり、放射線に対しては一種の
トラウマがあると思います。そうい
う中で、原子力は絶対安全だという
ことで住民の方々を説得させて、原
子力発電所を立地してきたという歴
史的な経緯があるわけです。最悪の
事態は絶対に起きないという前提で
すから、ここがいろいろな問題の出発
点で、問題の根元にあると思います。
ですから、最悪の事態が起きないため
のリスク管理、万が一それから起き
た場合の危機管理が十分なされてな
かったことが今回の一連の事態で露
呈されたと思います。こういうことで
原子力ガバナンスを今後どう強化し、
原子力に対する国民の信頼を回復し
ていくかが最も重要で、難しい課題
であると思っています。
3番目の課題としては、エネルギー
全体を考えますとやはり日本の場合、
電力の送電網が非常に脆弱であった
ことです。50ヘルツ、60ヘルツの問
題も含めてです。歴史的に、日本の
電力会社は9電力会社体制で、各電力
会社が電力を供給し、足りない分は

他の電力会社から供給を受けるとい
う体制で、過去50年、60年やってき
たわけです。ところがその問題は今
回の事態で、非常に問題点が露呈し
たということです。
周波数や電圧を含めて高品質の電

気を安定的に供給することは、これか
らも貿易立国の日本にとっては国家
の存立を左右する最も重要な要素の
一つであると思っています。再生可能
エネルギー、自然エネルギーの利用が
必要ですが、それを促進する上でも、
送電網の強化は非常に大事ではない
かと思っています。

日本こそ事故の教訓を元に
世界に情報発信を

これからのエネルギー政策を考え
る上で、福島第一原子力発電所事故
に今後我々はどう向き合っていく必
要があるのかが大事な課題であると
思っています。これは先ほど触れま
したように、原子力発電の「絶対安全
神話」が現実に崩れてしまった以上、
しかも原子力に対する不信感、信頼感
が失われたことで、今「脱原子力依存」
という国民世論が高まってきている
ことです。福島第一原子力発電所での
事故が完全に終息せず、また多くの住
民の方が避難されている状況の中で、
これもやむを得ない面もあると思う
のです。日本の場合はそれに輪をかけ
て、福島第一原発事故と広島、長崎の
被爆体験の連動化の動きがあること
が、一つ大きな問題ではないかと思っ
ています。
その中で、原子力発電自体が人間

の制御できる技術かどうかが基本的
な問題として提起をされています。現
在の状況の中では、原子力発電は巨

大な、非常にリスクの大きな技術で
あり、現実に最悪の事故が起きたこと
で、人間の感性、感情の面から言うと、
「こういう技術を人間はコントロール
できない、だから原子力は止めるべ
きだ」という議論が国民に受け入れ
やすい状況にあると思っています。
ただ人間が作り出した技術に、リス
クがゼロというものはあり得ないわ
けです。リスクある技術の、そのリス
クをいかにゼロに近づけて、科学や技
術をどう活用していくかのバランス
が非常に大事だと思います。一言で
言うと、技術を使うことによるリスク
と、それは原子力に伴うリスクと言っ
て良いと思いますが、原子力を使う
ことによるベネフィットをきちっと
相対的に評価して、どうするかの議
論を尽くした上で、原子力はリスク
の方が大きいから止めようという結
論はあり得ると思うのです。しかし、
今はそういう議論がまだできる状況
にはないと思っています。
今、放射能に対する不安が大きいの
ですが、それには、低レベルの放射線
による健康被害が科学的に未解明で
あることが最大の問題です。専門家の
間でも意見が分かれており、この点に
ついても今後、福島第一事故の教訓を
生かして、科学的にどういう影響が
でるのか、きちっとデータを収集し、
日本として世界に正確な情報を発信
していくことも大変大事なことであ
ると思っています。
原子力の問題は、確かにエネルギー
の問題、地球温暖化問題、産業の問題
として大変大事な課題ですが、もう一
つ、安全保障とも当然、密接不可分で、
この論点からも原子力発電のあり方、
日本として原子力とどう向き合うか
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ということを議論する必要があると
思っています。象徴的なことは、福島
第一事故の後で、いち早く脱原子力、
脱原発政策に舵を切ったのは、ドイツ
とイタリアです。ドイツは稼働中の原
子力発電所をこれから2022年までに
17基全部を廃炉にします。イタリア
はチェルノブイリ事故のあと、原子力
発電所を閉鎖し稼働していませんが、
ここ数年電力不足、地球温暖化対策
の観点から、原子力を再評価し、原
子力発電所を新設しようという動き
があり、その計画を国のレベルでも
決めていました。福島第一事故のあ
と、国民投票で、原子力発電所の新
設はしないこととなりました。日本
でも事故の当事国ということもあり、
原子力依存への低減、脱原子力とい
う動きがあります。日独伊という敗戦
国で、図らずもこういう動きが強まっ
ているということです。

核抑止力としての原子力発電技術

福島第一事故の後も引き続き原子
力発電の利用開発を続けると言って
いる国は、核保有国P5の米国、英国、
フランス、ロシア、中国です。これ
らの国々は原子力発電の開発を引き
続き国として進めると明確に表明し
ています。核保有国は、過去60年間に、
核兵器の実験、製造、核廃棄物の処
理など、いろいろなことを行い、そ
れなりに原子力に伴うリスク、技術
的問題や、放射線の問題を実際に経
験した上で、なおかつ原子力発電を
進めてきました。その点は日本とは
非常に大きく違うと思います。
もう一つ、安全保障の観点からする
と、日本の周辺国は中国、ロシア、北
朝鮮という核保有国です。こういう状

況の中で原子力の核燃料サイクル技
術を含めて、原子力技術を日本が持っ
ていることは、一つの間接的な核抑止
力としての役割も一部果たしている
のではないかと思います。核兵器の保
有には、私は反対ですが、保有せず
に抑止力を持つという役割を含めて、
日本として原子力発電、原子力技術を
どうするかの議論をした上で決めて
いくことが非常に大事であると思っ
ています。

エネルギー安定供給・低炭素化社会
さらに耐超自然災害へ

最後は、今後の中長期的なエネル
ギー政策のあり方についてです。私も
長らくエネルギー分野で研究をして
きましたが、エネルギー政策は、政策
目標がその時々の時代によって優先
順位が大きく変わってきます。現在
は、ますますエネルギー政策の目指
すべき目標が多元化してきています。
かつての第一次、第二次オイルショッ
クの頃は、エネルギーの安定供給が最
大の政策目標で、優先順位のナンバー
ワンでした。今も引き続き大事な点で
すが。1980年代に入ると円高の影響
もあり、日本がますます国際競争で産
業が勝ち残らなければならないとい
うことで、経済性の面から、世界的に
エネルギー需給が緩和した中で、エネ
ルギー産業の規制緩和、自由化が進ん
だ歴史があります。その後に、1990年
代になると地球温暖化問題が出てき
ました。いかにCO2を減らすか、低炭
素性をどう実現するかということが
エネルギー政策の大きな柱となって
きました。
今回は、大震災、自然災害が直接

の原因で起きたこともあり、特に自

然災害に対して非常に安全なエネル
ギー供給システムを構築する必要が
ある、という安全性の確保が非常に
高い優先度を持つようになりました。
そういう意味で、最終的にはその時々
の国際的な状況、あるいは国内の状
況を受けて、これらの政策目標の間の
バランスをどうとるか、そしてエネ
ルギーのベストミックスをどう図っ
ていくかが求められます。
これは非常に難しい問題で、単純
に、これをすれば全て解決するとい
うものではありません。国民の皆様
にこういうことを理解して頂くこと
は非常に難しいと感じています。そ
ういう意味で、日本が今後やるべき
対応としては、省エネの強化、再生
可能エネルギーのできる限りの導入、
化石エネルギーの効率的利用、そして
原子力発電については安全性を高め
ながらいかに利用していくかという、
この組み合わせをどう進めるかとい
うことですが、なかなか多元化する
政策目標をバランスとりながら進め
ていくことは難しいのではないかと
思っています。

原子力安全技術の向上と継承

さらに、日本の国際的責任と役割に
ついてです。特に今回の福島第一事
故を受けて、周辺のアジアの途上国、
中国やインド、ベトナムを含めて今
後電力供給が必要な国々が、原子力
発電の開発を進めています。特に中
国はすごい勢いで原子力発電の開発
を進めており、現在14基稼働中、27基
建設中で、2015年には40基を超える
勢いです。2020年にはたぶん日本を
追い越す原子力大国になると思って
います。そう考えると、日本で原子
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力発電を止めたとしても、中国の原
子力発電所が安全に稼働しなければ、
日本にもリスクがあるわけです。日本
は世界の原子力発電所の安全性の向
上、そして放射線の健康影響分野で
の科学的知見を世界に対して提供し
ていくことも一つの大きな役割、国
際的な責任であると思っています。
そのためにも、日本における原子
力技術の継承と、それを担う人材を
育成していくことが極めて大事です。
特に若い人が、今回の事故を受けて
将来に向けて、原子力に対して、暗
い見通しを持つのはやむを得ないと
思うのですが、若い人達にとっても
将来に夢が持てるような、より安全
な原子力技術の開発、あるいは安全
性の向上などを掲げて技術の継承を
していく必要があります。それには、
日本で一定規模の原子力発電を維持
していかないと、技術の継承、維持、
向上もできないと思っています。具
体的には、2030年の総発電に占める
原子力の比率として20％強は必要で
あると思っています。
最後に、核燃料サイクル技術の再
検証も大変難しい問題です。高速増
殖原型炉「もんじゅ」の問題は、現時
点ではさらに開発を進めることは難
しい状況であると思っています。日
本として大事なのは、高レベル放射
性廃棄物処理処分の問題です。これは
日本だけではなく、世界各国が直面
している問題ですので、この問題をい
かに技術的に解決していくかが、原
子力発電の将来、これから30年、50年
先を考えても最も大事な問題です。こ
の分野で日本のこれまでの蓄積を生
かし、大きな役割を果たしていくこ
とが大事ではないかと思っています。

津島　エネルギー政策を総括的にお
話し頂きました。そこで森本先生か
ら、主として国家安全保障という観
点、世界的な視野にたったエネルギー
政策あり方についてお話をお願いい
たします。

外交、防衛、資源・エネルギーが
不可欠

森本　エネルギーの専門家ではあり
ませんので、今まで長くエネルギー・
環境問題の政策や立法に深く関わっ
てこられた津島先生と、エネルギー
問題については日本の第一人者であ
る十市先生にいろいろエネルギーに
ついて教えて頂きたく、勉強のため
に今回の鼎談に入れて頂きました。
なんと言っても資源・エネルギー

は国家の生存と繁栄の基礎です。先
の大戦の根本原因を思い起こすと、日
本にとってエネルギー補給ラインが
列強によって封鎖され、この封鎖を突

破して国家の存立のために自衛戦争
を起こしたという意見があるぐらい、
資源・エネルギーは国家の生存と発展
のために不可欠な問題です。このこと
は時代と環境が変わろうとも日本国
に資源・エネルギーが十分ない限り、
今日でも基本的に何ら変わることが
ないと思います。そういう意味で資
源・エネルギーをどうやって手に入
れていくかは、国家の安全保障政策
に最も重要な政策の一つであって、日
本の安全保障は、外交と防衛ででき
ているのではなく、資源・エネルギー
の無い国家の生存、繁栄はあり得な
いわけです。
この観点から言えば、日本の安全保
障政策を議論する場の一つである「総
合安全保障閣僚会議」は最近、開催さ
れず、また、その場で、資源・エネル
ギー政策問題があまり本格的に議論
されないままできたことに、いささ
かどうかなと思っています。繰り返

森本 敏 先生
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す必要も無いですけれども、今日の
日本のエネルギー政策は、昨年6月に
閣議で決定したエネルギー基本計画
であるわけです。この計画の基本は、
原子力を発電電力量でいうと2009年
度ベースで29％となっていたものを、
2030年度に53%と、倍増することを
目標に、そのために原発をさらに14基
増設することを前提にできあがって
いたと理解しています。この計画の本
当のねらいは、化石燃料の海外依存を
思い切って減らして、準国産のエネル
ギーである原子力及び再生可能エネ
ルギーをいかにして増やすかが第一
の重点です。第二は、そのことによっ
てCO2排出を思い切って減らし、環境
の改善を図ることであり、この二つ
の大きな重点事項を同時に解決する
ものとして昨年策定されたわけです。
福島第一原発事故以降の国内状態
に照らしてみれば、今日、この基本計
画がほとんど成り立たないという状
態にあることが、エネルギー政策の見
直しをもたらしていることは当然の
結果であると思います。これはどう
いうことかというと、いかに日本の
原発にエネルギーの多くを依存して
いたかということです。このままいく
と福島第一原発の再稼働はほとんど
不可能ですし、現在の傾向が続くと
すれば、来年の夏には、原子力の発
電電力量でいう原発のエネルギーは
ほとんどなくなってしまうわけです。
その結果として、企業の海外移転と
か、電力料金が高騰して競争力が落
ち、日本の産業構造に非常に大きな
影響を与えると、もっぱら言われてい
ます。言われているばかりではなく、
これは現実の問題として、現象がい
ろいろ出てきているのだと思います。

エネルギー基本計画策定に
最大の課題は

そういう意味では、日本の産業の
育成と国家の発展のためには、まず
電力の供給をいかにして維持、確保す
ることが重要であるかを改めて思い
をいたし、これを実現することが我々
の必須の使命だと思います。その電力
供給を維持、確保することを前提とし
て、エネルギー基本計画を見直すとき
に一番重要なのは、原子力エネルギー
をどの程度、将来にわたって確保で
きるかが最大の課題です。それを維
持できなければ他のエネルギーでど
うやってこれを補うかということに
なるのですが、依然として原子力を
どの程度維持、確保できるかで、日
本のエネルギー基本計画が修正され
ることになると思います。
このことを考えると、結論は十市

先生とほとんど変わらず、原子力の
安全管理を進めつつ一定の原子力の
エネルギーを維持することは、これ
から20年から30年にわたってどうし
ても必要です。そのために何をした
らよいかというと、一つは、原子炉の
設計上の信頼度に基づいて安全基準
をもう一度見直し、廃炉のための基準
をまず設定することです。それが40年
なのか、45年なのか、あるいは専門
家によれば60年は安全という人もい
ますが、いずれにせよどうやって基
準を設けて、基準に基づいて炉を廃
止していくかをまず決める。その際、
新しい型式のより安全係数の高い小
型原子炉によって更新していくこと
ができなければ、原子力エネルギーは
どんどん減っていくことになります。
しかし、地域社会のパワーがどんどん

と大きくなる今日の日本社会の中で、
将来を展望した場合に、原子炉の更
新を図ることは容易なことではなく、
技術開発の将来性を考えた場合、メ
ガフロートとか浮島に、小型の安全
係数の非常に高い原発を設置してい
くという考え方を取っていくことも
検討する必要があるのではないかと
思っています。

エネルギー政策としての
原子力発電の法的曖昧さ

今回の原発事故を見てつくづく考
えるのは、原子力の安全管理をさらに
進めるには、原子力安全委員会の権限
をもう少し明確にするだけでなく、責
任も明確にすべきです。もう一つは、
地方自治体が持っている権限が法的
に極めて曖昧です。今、原発を止める
かどうかの権限は法的には電力会社
が持っています。しかし、地方自治
体がどういう権利を持っているかに
ついては、法的には何の権限もあり
ません。こういう曖昧な状態にして
いるということがいけないわけです。
地方自治体が原発というものの運用、
設置に、どのような法的権限を確定
していけばよいのかを考えて行かな
ければならないことだと思います。も
ちろん、権限が法的に与えられると
いうことは責任も負うことになるわ
けであり、権限と責任をトータルで
考えることが必要です。そのことが、
原子力エネルギーを今から20年、30年
と、エネルギー全体の構成の中で一
定比率を維持するために不可欠では
ないかと思います。
再生可能エネルギーについての期
待感が非常に多いのですが、もちろん
技術革新を図ってこれを増やすこと
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は非常に重要ですが、どのように技
術革新を進めたところで経済効率の
問題を全て解決できるとは思えない
ことから、あまりこの問題に幻想を
抱くべきではないと考えます。再生可
能エネルギーを、日本の基幹産業の
エネルギーとして位置づけるのには
少し無理があると思います。家庭で
使用する電力源として、今後再生可
能エネルギー利用を含めたスマート
グリットのシステムを大幅に導入す
ることによって、発電コストを抑制
した電力として取り入れ、特に、地
域社会の中で新しい電力網を作って、
家庭の電力を再生エネルギーに依存
することは考えても良いと思います。
しかし、大電力を使う大企業の電力
を、再生可能エネルギーに依存するこ
とには今後、ありうべき技術開発を
展望しても無理が大きいと思います。
システムが複雑になり、経費ばかり
かかる状態になると思います。つま
り企業の使う電力と、家庭の使う電
力をどの様に配電システムとして切
り離していくかについて、考え直す
必要があると思います。
化石燃料については、原子力エネ
ルギーと再生可能エネルギーがどれ
ぐらい維持できるかを考えつつ、当分
の間、原子力エネルギーの不足を補
完する主要なエネルギー源として維
持する必要があります。化石燃料は
柔軟に増やしたり、減らしたりする
ことができます。再生可能エネルギー
や原子力エネルギーは自由に柔軟に
変更することができません。化石燃料
はシステムより入手量を調整すれば
できるわけですから柔軟性に富むと
いう利点があります。一方、化石燃料
のデメリットは、エネルギーの入手先

やタンカールートの安全などいろい
ろなリスクがあり、また産出国を含
む地域的安定というリスクもあって、
安定的に手に入れるためには配慮を
必要としますが、もしそれができると
いうのであれば、最も柔軟に運用で
きるエネルギーであることは間違い
ありません。十市先生がご指摘のよ
うに、今後も相当の間、特に天然ガス・
LNG、液化された石炭、石油などの
化石燃料を相当、原子力エネルギー
の不足分を補うものとして活用する
ことは必要と思います。

日本人の節電や企業努力を超えて
ベストミックス再考

さらに省エネを進めることはエネ
ルギー全体の中で必然的な措置に
なってくると思うのです。このために
は日本人のライフスタイルとか、社会
の構造とか、人間の働き方とか、相
当に生き方の概念変更をしないとい
けません。今年夏は確か17％以上の
節電ができたわけですが、これは結
構、日本人の生真面目さに依存してい
るのです。しかし、この生真面目さ
に依存するのはせいぜいこの程度で
あって、この先思い切った省エネを
すすめ、日本のエネルギー消費の10％
ぐらいを削減するためには、どうし
ても相当思い切ったコンセプトの変
更をしないといけません。場合によっ
ては、昼働く人と夜働く人を思いきっ
て入れ替えたりすることも考えなけ
ればいけないということだと思いま
す。そういう意味で、今年の夏、トヨ
タなどが休日を木曜日、金曜日に設定
し、下請産業が全部これに従った結
果、相当中部地域の電力の節減を図る
ことができました。こういう思い切っ

た決断が社会の中に必要と思います。
夜間の電力を使用してダムに水をく
み上げるような揚水発電も、エネル
ギーを節約する一つの知恵だと思い
ます。
十市先生が話されたように、新型の
ガス田、特にシェールガスとか、炭層
ガスだとか、タイトサンドガスなど
に、期待するところが多く、日本は
周辺が海に囲まれているので、新し
いガス資源を探査して、技術開発を
進めることも大事だろうと思います。
エネルギーを論じるときに抽象論
を議論しても仕方がないので、エネ
ルギー専門家ではない私としては自
分の考えるベストミックスを明らか
にしておいた方が良いと思います。
私は20年後のエネルギーは、原子力
を25％、化石燃料を35％、再生エネ
ルギーを20％、10％を新エネルギー
に依存して、10％の省エネを図るこ
とを目標にすべきだという考えです。
ですから今よりもエネルギー需要を
10％減らしていくということです。
原子力のエネルギーを25％にいかに
して維持していくか、これが維持でき
なければ化石燃料に相当依存して、環
境を悪くして、電気料金が上がり、難
しいエネルギーの運営になって、70年
代から80年代に戻ってしまうことで
す。これは発展する国としてはあって
はならなないだろうと思っています。

福島第一の経験を乗り越えた
安全管理技術の提供を

最後に、今回の震災に伴って起こっ
た原発事故の結果、これから取り組む
べき主要課題は、第一は、今、直面
していく原発事故の安全処理、第二が
電力供給計画による電力供給の確保、
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第三はエネルギー政策の見直し、第
四は、原発の補償措置と周辺地域の除
染、第五として、重要な点が原子力の
安全管理です。この原子力の安全管理
には全く違う要素が二つ入っていま
す。一つは、原発が海浜地域に設置さ
れていることによる原発そのものの
セキュリティガード、つまり安全を確
保することです。特にテロリストから
の攻撃をどの様に対応していくかを
考えると、日本の法的な枠組みは、海
上保安庁でもなく警察でもない、中間
のものが必要であり、海岸から上がっ
てくるテロ組織による攻撃を誰が排
除するかを考えた場合、どちらにも
適切な法的措置がとられていません。
これが大きな問題です。
もう一つの問題は、アジアの国々

がどんどん原発を増やしていくとい
うことです。米国、中国、ロシア、韓国、
北朝鮮だけではなく、インドやアセ
アンの国々があります。ベトナムだけ
ではなく、マレーシアはフィージビ
リティ・スタディをこれからやろう
としているし、タイは今回の洪水も
見たら到底原子力発電を導入すると
は思えないのですが関心をもってい
るし、フィリピンも非常に大きな関
心をもっています。インドネシアは
かつて住民の反対運動が起きて原発
を断念していますが、今や石油の輸
入国になってしまっており、本来石
油、天然ガスが豊富だったはずのイン
ドネシアもOPECから脱退しなければ
ならない状態になっています。いず
れインドネシアも原発を手に入れる

と思います。
そのような国々

の原発が事故を起
こした時に、先進
国が技術支援に入
れるかを考えた場
合に、例えば中国
や北朝鮮が外国の
技術者を受け入れ
るとは到底思え
ず、事故の処理が
できなければ周辺
住民は逃げる以外
に他に手段はあり
ません。周辺国は
甚大な被害を被り
ます。こういう非
常に危機的な状態
において、アジア
太平洋の国々が原
子力安全管理に関
する国際協力を進

めることによって、原子力の安全環境
を図ることができるかを念頭に入れ
つつ、来年3月に韓国が主催して行う
第2回目のエネルギーセキュリティサ
ミット、そして来年後半に日本が議長
国となる原子力の安全管理に関する
国際会議、この二つの大きな国際会議
に日本としてどの様な外交的イニシ
アティブをとるか、とるべきかを考え
ておかなければならないと思います。
つまり以上の結論は単純なもので、極
めてドラスティックなエネルギー政
策など無いということです。

政治家の能力が試されている

人間の知恵を使ってどのようなベ
ストミックスを長期的に展望して、エ
ネルギーの安定供給を図って、国家の

左：総理大臣官邸　右：国会議事堂
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発展を維持していくかということを
考え、政治家がこの問題についての
強いリーダーシップをとって、国民が
何と言おうとエネルギー政策を進め
ていくということが非常に大事です。
長期的展望に基づく政策立案と国家
の方向を示すということは、政治家の
大きな責任であって、これを国民の素
朴な意見だけに委ねることはできま
せん。世論というのは屡々誤りをおか
すこともあります。世論の通りにやる
のであれば、世論調査の機械があれ
ば政策を決断する政治家は必要ない
ということになります。そういうこと
ではないと私は思います。仮に国民
の反対があっても、長期的展望に立っ
て進めるべき政策をきっちり進める
のが政治家の責任であると思います。
エネルギー政策、安全保障政策はこの
分野の問題であるということを、もう
一度思いかえして、長期的展望にたっ
たエネルギー政策を確定していく必
要があると思います。

放射線環境下で人類も進化

津島　森本先生の最後のところの、長
期的なエネルギー政策のあり方につ
いて、政治側の責任を持たなければな
らないということは本当に大事だと
思うのです。そのようなことを理解す
るためにも、私は文明論というのか、
長い人類の歴史、人類が誕生するまで
の宇宙の姿というものを理解をした
上で、我々が必然的に置かれている
宿命、エネルギー問題とどう取り組ん
でいくかということを考える必要が
あると、つくづく感じています。
今、放射能、放射線について非常に
みんなが神経質になっています。ある
意味では当然なことなのですが、ただ

我々が忘れてはならないのは、そも
そも生物全ては、地球の起源そのも
のもそうですけれども、放射線空間
というものの中で、本来宇宙が持って
いる性格の中から生まれてきました。
ですから例えば、地球の40億年の歴
史の中で、太陽の核融合反応と人類の
生成というものとは切っても切れな
いことを考えると、放射線、放射能
は迷惑なものだからこれが少なけれ
ば少ないほどよいという発想方法は、
本来無理な方法です。そういうところ
から考えてくれば、我々が宿命的に与
えられたこの宇宙空間の中で、この地
球の中で、どうやって安定的にエネル
ギーを使わせて頂きながら、将来の人
類の繁栄と国民の生活を守っていく
かが本当に大事であろうと思います。
これが森本先生が言われた政治の責
任ということに繋がることではない
かと思います。
特に、日本の場合、核エネルギー

については、出発点が原子爆弾の被
害者であったということから始まる
ところに、日本の厳しいところがあ
ります。ですから核エネルギーがあ
る意味で、暴力的に使われるとどう
いうことになるかを、我々は片時も忘
れることができません。だからといっ
てそれを避けていく、核エネルギー
のない社会を考えることは本来不可
能であるとさえ言えると思います。
例えば化石燃料が自然に与えられ

ていると考えたら大間違いで、多くの
学者が言っているように、地球が出来
て、最初に冷えて大気ができた時の、
最初の大気の中のCO2の濃度は、80％
を超えていたということです。生物、
動物が生きられない状態でした。それ
が今のような大気になるには、植物プ

ランクトンの光化学反応から始まっ
た息の長い変化があり、それでCO2が
静かに封じ込められていきました。そ
れが逆に化石燃料という形になり、い
ろいろな形で今使われるようになり
ました。産業革命が始まった100年余
の間に一気にその使い方が開発され、
すごい勢いで、CO2を空中に戻してい
るのです。そういう開発のあり方が当
たり前だと思う方が間違いであって、
私は温暖化の話とは、深刻な不可逆
的変化が地球環境に起こっていると
いう次元の話であると考えています。
本質的な問題として受け止めなけれ
ばならないと思っています。
森本先生が言われて政治の責任は、
そういうことまで踏まえた、これか
ら長きにわたってエネルギーをどう
するか、を考えることに根ざしてい
ると思います。

投げ出すのではなく辛抱強く

エネルギーの利用の仕方について、
お二人の話に補足をさせていただけ
れば、次世代のエネルギーに繋いで
いく側面もあるのではないかと思い
ます。実用的にはまだまだ技術的に
開発しなければなりませんが、核融
合反応、ITER（国際熱核融合実験炉）
で、実用炉ための研究をしています。
将来の次元の話まで進むと、さらに
水素エネルギー利用とか、先ほど両
先生が言われたようなもっと新しい
エネルギーというものを開発してい
くことも一生懸命進めなければなら
ないと思います。そういうことを視
野に置きながら、当面の問題を辛抱
強く一つ一つ片づけていく、そして、
現在どういう形で進めたらよいか、森
本先生がおっしゃったベストミック
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お話を伺えればと思います。日本の
エネルギー資源の現状からして、現
実的な方策としてどの様に国民に安

心してもらえるエネルギー確保がで
きるか、その点についてご議論を頂
きたいと思います。特に昨年（2010年）
の6月の基本計画で示された原子力エ
ネルギーの積極的な活用が今、宙に
浮いているかたちで、その次のエネ
ルギー政策の在り方をこれからまと
めていくことになるわけですが、そ
れを頭に置いて両先生から留意すべ
き点のお話を頂ければ幸いです。

再稼働での国の責任

森本　まず私から、十市先生にお伺い
したい問題点をお話しし、教えて頂き
たいと思います。一つは、定期検査
中の原発の再稼働について、どの様
な基準を満たすことによって再稼働
を可能にすることができるかが第一
の問題です。地方自治体などが再稼働
に反対するのは簡単ですが、原子力
に反対するための反対ではなく、どう
すれば発電所が再稼働できるのかが
大切です。1基も再稼働ができなかっ
たらわが国では1年以内に原子力発電
はゼロとなって大変な事態になって
しまいます。再稼働させるための要
件は何かという点です。
第二は、原発自体の技術的な問題
です。原発を設置してからかなりの
期間が経ったものについて、ある基
準を満たさない原発は廃止しましょ
うという議論がどこでできるかです。
それは電力会社なのか原子力安全委
員会なのか、また、どこでその基準
を示すことができるのか、その基準
による法的な強制執行の権限とは何
か、という問題があります。なぜなら、
今日に至って、さらなる技術的な歯
止めを掛ける必要があるからです。
福島第一、第二の10基は別として、

津島　両先生からのお話を伺って私
が感じたことを申し上げましたが、こ
こからは個別の問題についてさらに

スというものを頭に置いて、政治は
進めていくべきだと思います。
原子力エネルギーは非常に危険な
ものだから、依存しないエネルギーに
しろというのは、それは観念的には言
えるけれども、現実性からいえば非常
に難しいことです。そして、世界の趨
勢は、発展途上国を中心として、これ
まで以上に化石燃料に頼るわけには
いかなくなるから、先進国並みに原子
力エネルギーを使わしてくれという
方向に行くことは間違いないわけで
す。一部の国が、私たちは原子力から
手を切りますといっているようです

が、例えば先ほどドイツとイタリア
が原子力発電から手を切るとのお話
がありました。しかしその実態は送電
線がヨーロッパ中繋がっているわけ
ですから、国策上、原子力エネルギー
を中心に据えているフランスからい
くらでも原子力由来の電力を買うこ
とが出来るのです。フランスは周辺
諸国への輸出電力も含めれば、フラン
スにおける電力の自給率は今120％ぐ
らいでしょうか。そういう事実関係
をふまえて私どもは冷静に次の時代
のことを洞察していかなければなら
ないと思います。

討 論
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浜岡発電所は護岸工事が終了したら
政治的な状況や判断により、動かす
ことができるかもしれません。北海道
の泊原発の動向を見ていると、ある
種のコンセンサスを得たら、再稼働
するという状況が生まれつつありま
すが、どの様な理由と基準で再稼働
するのか、その理屈がどうも分からな
い。更に、地域社会の反対が非常に
強いところは到底再稼働をできそう
にありません。再稼働に関しての統
一された基準ができるのかというと、
出来そうにもありません。これをど
のように考えたらいいのでしょうか。
十市　難しい問題です。第一の、原子
力発電所の再稼働をどの様な基準で
行うかは、当面の最大の問題だと思い
ます。今、停止中の原子力発電所で
は「ストレス・テスト」を実施する
途上にあるのですが、このストレス・
テストでどのようなストレスのかけ
方をするのかによって、結果はどう

にでもなる面があります。
ヨーロッパ諸国が福島第一事故の

後にいち早くストレス・テストを行
うと発表し、現に実施をした発電事業
者は、結果的には大丈夫であったと
の報告を出しています。ヨーロッパの
場合にはチェルノブイリ事故があり、
それを受けて、チェルノブイリ発電所
とは炉型が違うのですが、軽水炉で
も起こり得るという前提の下で、安全
対策を過去二十数年間、強化してき
ました。ヨーロッパが今回ストレス・
テストを実施したのは、チェルノブイ
リ事故以来進めてきた最悪の事態に
対する対応について、どこまで出来
ているのかテストを各国が行って確
認し、最終的にはそれをEUの原子力
安全規制グループが承認することに
なっています。すでに10月初めには、
各国の原発事業者は、「安全性に問題
はない」との報告を提出している。
アメリカは、ストレス・テスト自

体は実施せず、NRC（原子力規制委
員会）が今回の事態を受けてより安
全の確保のためのチェックを実施し、
「これで問題ない」という形になった
のです。日本の場合、最悪の事態は
起きないという前提で今まで来てい
ましたので、安全対策が十分かどう
か大きな問題です。
日本では、各発電所では緊急に第一
次、第二次の安全対策をすでに講じて
おりますが、それだけでは不十分では
ないとの議論や、発生した水素を吸
収するようなより安全対策をとるべ
きだとの議論もあり、それには時間
がかかると思います。そこをどう判断
するかです。私は、定期検査を終わっ
た原子力発電所について、少なくと
も福島第一で起きたような全電源が
停止するようなことがない、福島第
一のような事故が起きるリスクが非
常に小さくなる対応策を施す前提で、
それをクリアした発電所については、
中期的にはさらなる安全対策を講じ
る条件を含めて、「政治がそこで判断」
することが必要でしょう。その場合、
福島第一と同じような事故が起きる
リスクと、原子力発電所を再稼働させ
ないことに伴うリスクを相互に勘案
して、発電所ごとに判断せざるを得な
いでしょう。国が判断し、地元の方々
に目に見える形で「こういう対策を
とりました。さらにこういう対策を
とります。」と説明した上で稼働させ
るのは、国の責任だと思います。
そのプロセスを始めるためには、福
島第一の冷温停止と再稼働問題は直
接関連ないのですが、国民の感情と
か感性からして、冷温停止がしっか
りと出来るのが最初の段階です。年
内に安定的な冷温停止の実現が視野
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十市　安全基準自体が、例えば耐震基
準、津波対策基準の想定が今回の地震
で超えたわけです。それでも大丈夫
かというのが最大の問題になってい
るわけです。より強い地震、より高
い津波が来てもどこまでだったら耐
えられるかを今、コンピュータ上でシ
ミュレーションしているわけです。ど
の様な地震や津波であっても100％大
丈夫ということはあり得ないですが、
今の安全基準値をもっと高くしても
この発電所は大丈夫だということを、
目に見える形で示すことです。
最後は専門家でないと分からない

と思うのです。ストレス・テストの
掛け方によって異なってくるわけで、
例えば金融では、債権をどこで不良債
権として線を引くかは微妙なところ
があります。それと同じ問題が今度の
ストレス・テストにもあると思うので
す。危険だという結果を得ようとすれ
ばストレス・テストを非常に厳しくす

ればそうなりますし、ある程度のリー
ズナブルな掛け方をすれば問題ない
というように、それは専門家でなく
ては判断できません。信頼できる機
関、信頼できる専門家の意見を聞き、
政治家がきちんと判断できるかどう
かではないでしょうか。
森本　国とか政治とかいいますが、結
局は専門家の知見が重要なわけです。
日本の原子力安全委員会は、法的に
は最終的に技術的なアドバイスをす
る責任を持っていながら、今回の事
故では、実際に責任を果たし得なかっ
たわけでしょう。
十市　原子力安全委員会と原子力安
全・保安院に専門家がいるわけです。
そこが森本先生の2番目の問いに関連
するわけですが、原子力安全庁を作っ
て、そこが信頼できる高い能力を持っ
た専門家を集めて、きちっとした仕事
をさせることが出来るかどうか、ア
メリカのNRCやヨーロッパの安全規

に入ってきましたので、冷温停止が
きちっと出来た段階から再稼働の検
討に向けたプロセスが始まると思い
ます。ですから来年の初めから個別の
発電所ごとに安全対策の評価をきっ
ちりした上で、そのプロセスに徐々
に入るのではないでしょうか。
しかし、残念ながら、わが国の安全
規制当局に対する信頼が失われてい
るという現実があります。そのため、
国際的な機関、IAEAなどの協力を得
ることも当面の間、必要ではないか
と思います。

安全規制当局の再構築が
信頼に繋がるか

森本　定期検査が終了しているのに、
ストレス・テストをしなくてはならな
いというのは、国民から見てよく分か
らないことです。定期検査とストレス・
テストの内容は、多くがオーバーラッ
プしているのではないでしょうか。
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制機関のようになれるかどうか、そ
こが最大の問題だと思うのです。

国の最終責任が曖昧では…
国際機関の判断を尊重

森本　話が飛ぶのですが、原子力安全
庁を環境大臣の権限の下におくとい
う判断は、津島先生から見て正しい
と思われますか。
津島　私はそのような組織をどこに
置くかは、本質的問題ではないと思
うのです。
森本　三条委員会（注）でも良かったと
いうことですか。
津島　それでも良いと思います。た
だ、「電力事業全体を推進している母
体と一緒というのは良くない」とい
う議論が出ているからそうなったの
ですが、それにより新しい原子力安
全庁が役割を果たすことができるか
どうかは、基本問題の答えにはなっ
ていないと思います。
両先生の今のご議論を反芻してみ
ますと、日本の一番の問題は、まず2度
の原爆の被害を受けたこと、その後、
次第に原子力の平和利用を進めよう
とのたくさんの方々の努力があって、
現在に来たわけですが、はっきりし
ていることは、国が最終責任をきちっ
と受け入れていないことです。その
点はまだ曖昧になったままです。
以前の私のかつての選挙区に原子
燃料サイクルの基本施設が建設され
ました。その時も、絶対安全だから認

めてくれと、地域住民に事業者が一生
懸命説明しました。ですが、国の関係
者から「国が最終的には責任を持つ」
というステートメントを私は聞いた
ことがなかったし、そのようなことを
言う国の関係者にお目に掛かかりま
せんでした。基本的には「国が最終
責任を負う」ということをこの際はっ
きりさせないといけません。
関連して、どこに本当の判断基準を
置いたらいいのか、今、我々にとって
与えられる一番権威のある判断は何処
なのかと考えると、やはり国際機関し
かないわけです。先ほどお話のあった
通り、IAEAの判断を大事にすること
です。仮に日本が、原子力平和利用を
止めますと宣言したとしても、中国な
ど周辺の国々ではどんどん原子力発電
所を建設しています。その様な状況の
中で、国際的な機関であるIAEAのしっ
かりした判断を頂く、IAEAの判断を
尊重することが、わが国のみならず国

際的な対応としても、可能な唯一の道
ではないかと思います。

今後こそ国策としての
原子力発電へ

十市　原子力発電を進めている国で
は、例えばフランス、中国、韓国、ロ
シアなどのように、国営企業が担って
いるところが多いのです。民間企業が
行っている国のうち、ドイツは段階
的に原発廃止に向かいますが、アメ
リカは今後も今まで通り民間企業が
進めるとしています。しかし、アメ
リカの場合は、最悪の事態が起きた
時のリスクは有限賠償責任です。日
本の場合には、無限賠償責任で、民
間企業が国策民営で進めてきました。
国が最終的に責任をとることには
二つの方法があります。一つは国有
にして操業は民間企業が行う方法と、
民間企業が事業を行うにしても、事
故が起きた時の責任は有限責任にす

（注） 三条委員会
 国家行政組織法第3条に基づいて設置される
 行政委員会
 ・国家公安委員会　　・公正取引委員会
 ・中央労働委員会　　・公安審査委員会
 ・公害等調整委員会　・運輸安全委員会
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初期の「マーク－1」という古いタイ
プで、安全対策の面に問題があると
いうことが言われていました。現に
事故が起きたわけです。
耐用年数が40年か60年かとの問題

では、国際的にはアメリカなども60年
まで延長する対応をとっています。日
本の場合も再稼働の問題の議論の中
で、安全基準をどうするかの議論もさ
れています。耐用年数40年を超えた
発電所でも、議論されている安全基準
に対応できる、大丈夫なものもあり、
個別に検討をしていくことが必要で
しょう。単に40年を超えたら全部ダ
メ、というような単純なことにはな
らないと思います。
森本　第一世代の原発は別として、ア
メリカの新しい原発には安全係数が
大変たくさん盛り込まれており、し
かも小型の極めて頑丈な構造になっ
ているわけです。そういうものに今
ある原発を替えていくことが出来れ
ばいいわけです。耐用年数からしてあ
と何年大丈夫として持ち続けるより、
ある時点で判断をし、時間と経費が
掛かっても廃炉にし、新しくより安
全な小型の原発に作り替えることが
政治的にも可能であれば、それが安
全管理上一番好ましいと思います。
しかし、今あるものを廃して新し

いものを作るという時に、非常に大
きな政治的なバリアを克服しなくて
はならないことに大きな難しさがあ
ります。それが出来ないから耐用年
数だけを議論して持ち続ける、この
方が地元説得が楽に見えますが安全
管理の面でいうリスクが高いような
気がします。
津島　立地については当然厳しい条
件となりますから、より安全なものに

作り替えていくという視点も必要で
はないかと思います。その場合、今
よりもはっきりと政府の責任を明ら
かにする、つまり補償するという約
束をすべきであると思います。その
様な努力により、日本の原子力安全
技術もさらに前進していけるのでは
ないか思われます。
この先の議論として、原子力発電
は国営でやれという議論もあります。
それは大いに議論したらいいと思い
ます。さらに電力事業全体について、
いわゆる発送電の分離とか、十市先
生のお話にあった東西に分断されて
いる送電網の強化など、脆弱な面を
どうするかの議論も真正面から受け
止めて議論すべきだと思います。

電力事業の本質を見極める！
発送電分離の時期ではない

この際、私から言いたいのは、「競
争させれば良くなる」ということに
対しては、皆が何となく分かったよう
な気になってしまいます。ところが
競争が良い方向に機能するためには、
競争する人達の間に「競争可能条件」、
すなわち努力をして、より安く良いも
のを提供する者が勝つ、という仕組み
が存在するならば競争は有意義です。
ところが、電力の供給というもの
は、ある意味では水道事業などとも一
緒ですが、自由に競争できる条件が非
常に限られていることです。例えば需
要家から言えば、ひとときでも電気
を止められては困るような産業があ
ります。民生部門でも病院などがそう
です。つまり電力などの基本的なサー
ビスについては、競争にさらされれ
ば良くなるという保証は必ずしも無
いわけです。だから一部の発展途上

る、この二つしかないと思います。そ
の選択はこれから議論するにしても、
それぞれメリット、デメリットがあ
ります。
森本　今までの原発の立地は、電力会
社が独自に立地地域を捜して建設し
たので、国はその安全基準を認知して
いるだけであって、設置そのものにつ
いての最終責任について、国はほとん
ど関与していないと思います。例え
ば、福島原発の設置については当時
の東京電力社長が自分の故郷に作っ
たという話があります。当時のこと
で今とは異なるのですが、地元に建
設して地域振興を図るということに
ついて、地元は全く反対せずこれを
受け入れた経緯があります。今になっ
て、どうしてここに建設したのかと考
えてみた時、エネルギー政策としての
必然性とは無関係です。むしろ地元に
見るべき産業もなく、日本的な根回し
の下で、立地要件に合うところにどん
どん作っていったのが経緯です。こ
れからはこのようなスタイルでの新
しい立地は無理で、国が国策として
進めなくてはもう新規に建設するこ
とは出来ません。
津島　私も同感です。その場合に国営
でするかどうかは議論したらいいで
すが、ただ、大事な最終責任につい
ては国策として国が責任を持つとい
うことが絶対必要と思います。

耐用年数に拘らず
より安全な炉にリプレース

十市　先ほどの森本先生の質問で、発
電所の耐用年数をどうするのかとい
う難しい問題があります。明確な答え
を持っているわけではないのですが、
福島第一原子力発電所は原子力発電
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国で実施しているように、公共機関
が責任持ってその事業を進める国も
ありますし、仮に競争させるために
は相当の規制をかける国もあります。
その点について両先生のご意見を
伺いたいと思います。発送電の分離
から始まって、今盛んに行われてい
る競争原理というものと、原子力を
はじめとする電力事業の関係につい
て何かご示唆がございましたら。
十市　難しい問題です。競争政策の持
つメリット、デメリットが両方あると
思います。特に電力につきましては、
貯蔵が難しいという商品でもあり、競
争原理が働くところとそうでないと
ころが混在しています。発電や販売
は競争原理が働いてコストダウンが
図れますが、送配電は競争原理が働
きません。今まで一貫体制で進めて
きた最大の理由は、やはり電力の長
期的な安定供給を行うためには、発
送電を一体化して進めるのが一番良

い方法としてきたからだと思います。
ただ、いろいろな問題が起きていま

す。私自身はこれから発送電分離を
どうすべきかについて十分な議論が
されるべきと考えていますが、直ち
に分離すべきと言う意見については
極めて懐疑的です。と言いますのは、
今のように将来の電力供給がどうな
るか分からず不安定な時に、発送電
の分離をしたらもっと供給不安が広
がりますので、少なくとも当面はそ
うすべきではないと思っています。
電力体制で、一番批判がされており

ますのは、地域独占に伴う問題、弊害
があるのではないかということです。
その問題については、率直に議論をす
べきであると思っています。確かに
制度としては現在でも、部分的には
発電も販売も自由化されて、新規参入
できる体制となっていますが、現実
的には日本の場合には国内での新規
参入は非常に限定的です。そのため、

発電分野で競争原理が働いてコスト
ダウンがあまり進んでいないとの批
判がなされています。それはある意味
では、原子力発電を電力会社が行う
ことのリスクを、発送電を一貫体制
とすることで総括原価として吸収し、
相殺していた面があると思います。
これから原子力を国営で行うのか
どうかとか、民間で行うにしてもその
リスクを有限責任にするのかどうか、
そういう議論を進める中で、セクター
毎のコスト構造を、発電、送配電、販
売分野などに分けて、もっと分かり
易くする必要があります。いままで
各部門のコストが曖昧な分野がたく
さんありました。その様なことが今、
問題にされています。電力の安定供給
を前提にしつつも、発電、送電、配電、
販売というセクター毎のコスト構造
が分かり、そこに競争原理が働くよ
うな電力の産業体制はどうあるべき
か、それぞれにメリット、デメリッ
トがあるでしょうが、その議論をしっ
かり行うべきだと思います。

発送電分離は国の機能の脆弱化

森本　私は、基本的に発送電の分離に
反対です。アメリカ、ヨーロッパの
ように数百社、数千社の電力会社が
参入をして、結果として起きている
ことは、アメリカでは頻繁に停電が
起きます。このようなことが生じる
ことは、国全体の機能に関わる問題
です。日本では、人間が住んでいる
地域が割合集中しているという特殊
な地政学的条件を備えていますので、
公共の施設や大きな企業体は発送電
分離すべきではありません。
ただ、個人の家庭の電力は、スマー
トグリットで、出来れば将来的には
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再生可能エネルギーを複数取り込み、
管理することが良いのではないかと
考えています。例えば、ある特定の
地域が町・村・区単位で電力を買う
ために送電線を敷設する。あるいは
送電線に依らないエネルギーの供給、
例えば天然ガスを供給して家庭の電
気を含むエネルギーを賄う。個人の家
の需要は、地域でのスマート・グリッ
ドの電力と自分の家に引いた天然ガ
スで賄う。その様なことを個別の地
域で組織したりすることが可能にな
ると思います。
しかし、基幹産業、病院・警察・消防・
学校・役所など公共施設、流通機構や
交通機関に発送電分離のような原則
を導入すると、国の機能が何処かで止
まったり、どこかのラインが途切れた
りして、社会に大きな混乱を招くこ
とになります。このような分離は基
本的にするべきではないと思います。
十市　事業者が増えると電力の供給

責任を誰が負うかというところに帰
着するのですね。
森本　今のように、電力を供給する
義務を電力会社が負っているという
法的な責任をどう考えるかという問
題です。電力会社が電力供給の法的
責任を負っているので、いろいろな
対応を行っているわけです。そのよ
うな総合的な供給義務を外して、例
えば絶対に電力が途切れては困りま
すという機関だけに、電力を供給す
る特定の電力会社が供給義務を負う。
しかしながら家庭は、自分で電力供
給先を判断できるという方法にした
方が良いのかどうかという問題は検
討の余地があると思います。

自分たちが創った物を
簡単に投げ出さない

津島　いろいろな議論をし、模索して
みるのも良いと思うのですが、忘れ
てはならないのは、電力供給が自由

化されているアメリカとイギリスに
おいて、アメリカではしばしば停電
が起こり、何処にその賠償を求めた
らいいのか分かりませんし、公共的
には停電に対する担保がありません。
イギリスの場合には非常に電力料金
が高くなりました。競争させても価
格に反映されなくなりました。その
様なことを踏まえて議論しなくては
ならないと思います。
もう一つは、技術の輸出問題です。
新しいタイプのさらに進んだ原子力
発電の技術、次世代のエネルギー技
術、このような技術を日本は官民一
体となって開発していかなければな
りません。今、周辺国も経済的にどん
どん発展していますから、日本が今
のような点の議論ばかりをしている
と、気が付けば技術的にも制度的にも
孤島になってしまうかもしれません。
原子力に関わる日本の技術はお蔵に
入れて、再生可能なエネルギーのこと
ばかりに力を入れていると、非常に
大きな影響がわが国に生じると私は
思っています。この点について、森
本先生いかがですか。
森本　十市先生が問題提起されたよ
うに、人間の知恵が科学技術を生み
出し、科学技術で自然のリスクを乗
り越えることが出来るという問題提
起について同意します。私の乱暴な
意見を言いますと、人間の知恵で作っ
た技術革新の賜である原発は、その
事故をも人間の知恵で乗り越えられ
るはずです。人間の知恵で作ったも
のを人間の知恵で克服できないなど
ということは無いし、有ってはなら
ないことです。ですから、人間の知
恵で原発を作ったのだから、それを
必ず乗り越えて行かなくてはならな
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いし、乗り越えていくという実績を
世界に示すことが、私は、福島第一
原発の事故の持っている最も大きな
意義だと思っています。今回のよう
な事故が仮に、北朝鮮や中国で起こっ
たりしたらフランスやアメリカの専
門家も入っていけなかったに違いな
いし、おそらく処理が出来ないでしょ
う。世界の原発技術の最優秀国は日
本とフランスとアメリカなのですが、
この3カ国の総合力で今回の事故を乗
り越えようとしているということを
改めて考えておく必要がある。
十市先生がおっしゃったように、
1960年代にアメリカが日本に原発技
術を持ち込んだ時、絶対安全だと言
い、日本はそれを信用しました。その
安全だと言っていたアメリカがTMI

事故を起こしました。そんなことが起
きるはずはないと確信をしていたロ
シアがチェルノブイル事故を起こし、
結局この二つの事故と福島第一事故

は、私は人間が技術のレベルを過信
した人災なのではないかと思ってい
るわけです、自然発生した事故では
ない。人災であれば人間は乗り越え
なくてはならない。乗り越えた結果
を世界に示してはじめて日本の技術
を他国に売ることが出来ます。
国民を説得できない技術を外国に

売るなどということになれば、将来、
日本の技術輸出により事故が起きた
場合に、必ず日本が責任を問われる
ことになります。輸入国のミスマネー
ジメントであっても、日本は必ず問
われることとなります。それは絶対
に避けるべきです。抽象的な言い方
ですが、私はその点を非常に重く見
ていて、日本の原子力技術が今回の
事故を克服したら新たなビジネス・
チャンスが生まれるから、原発をどん
どん売るべきという安易な考え方に
なれません。
日本の原発技術を他の国に売った

ら、何処までが日本の責任で、何処ま
でが使用者たる相手の国の責任かき
ちっと責任分担を明確にして、彼ら
の取り扱いが間違った結果として起
こった事故は、日本の責任ではないと
いうことを明確にしておく必要があ
ります。しかし、その責任の大半を
輸出した国が負うというのであれば、
最後までその国の事故について責任
を負うためのマネージメントができ
る、つまり何時でもその発電所に立
ち入ってアクセスが出来るという手
段を担保して日本の技術を売るとい
うことでないと、日本の原発ビジネ
スは成功しないと思います。

より安全な原子炉の開発を

津島　非常に共感できるお話です。幸
か不幸か原発事故が日本で起こって
しまいました。日本は一部の強権国
家と違って、情報はある程度公開さ
れますから、その様なことの中でみん
なが納得してくれるような、事故を
乗り越える技術を確立しながら、外
国でも活用してもらえるような原子
力エネルギー利用技術の開発を進め
ていくべきだと思います。そうする
ことが、ある程度の説得力を持つこ
とになると思います。
十市　私も森本先生のご意見と同じ
ような思いです。一つは、原子力技
術自体をどう考えるかという点では、
人間が作った技術で事故を起こした
ことについて、それを乗り越えられ
るという考えは基本的に同じです。こ
れは吉本隆明さんも言われているこ
とで私も同感ですが、「動物にない人
間だけの特性は前へ前へと発達する
こと。技術や頭脳は高度になること
はあっても、元に戻ったり、退歩す
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ることはあり得ない。原発をやめて
しまえば新たな核技術もその成果も
何もなくなってしまう。今のところ、
事故を防ぐ技術を発達させるしかな
いと思います」と述べています。私は
技術万能論には賛成しないのですが、
技術に対するものの考え方、近代主
義的なものの考え方をベースにして
います。津島先生の最初の文明論的
な議論は、たぶんそこに帰着をする
と思うのです。
今も「技術に依存した近代工業社会
自体がおかしいのだ。原子力はその最
たるものだから止めるべきだ。」とい
う議論が対極にあります。そこをこ
れからどう議論をし、きちっと説得
を、国民の不安を取り除くための対
応をしていくかということが極めて
大事と思っております。そういう意味
で、原子力の安全対策、あるいはより
新しい、より安全な原子炉の開発に、
日本として今後どう取り組んでいく
かということです。海外はその様な
意識で技術開発を行っていますので、
国際的な連携をしながら取り組んで
いくことが大事と思います。
原子力技術の輸出につきましても、
たぶん日本の今の体制では日本の技
術をパッケージにしてインフラ輸出
を行おうとしていますが、これは非
常に難しいと思います。国が本当に
責任を取るという体制になっていな
いわけですから。海外に原子力の輸出
を進めようとしている国では、フラン
スやロシア、カナダ、韓国にしろ、みん
な国が最終的に責任をとる国営企業
が中心になっています。日本が、その
点をはっきりしない形でインフラ輸
出を進めることは、今回の事故を受け
てますます難しくなったと思います。

ただ、日本の原子炉メーカーは優れた
技術を持っていますから、個別に原
子炉を売るということは十分可能で
しょうし、その場合でも国際的な連携
をしながら進めていくということで、
リスク分散などを図っていくことが
より現実的ではないかと感じており
ます。

原子力利用技術は国家の資産

津島　今の点で、原子力技術で仮に日
本が後退をする、つまり外国に対して
説得のあるプレゼンテーションが出
来ないということになった場合に、安
全保障面でもいろいろな影響があり
得ると思うのです。例えば日本が関わ
らないようなタイプの原子力発電が、
BRICs諸国のように猛烈な勢いで伸
びている国々で増えていった場合に、
いったい日本はどういうことになる
のだろうと。その点について森本先
生のご意見は。
森本　さっき十市先生が明快にご説
明されたので、私があえて同じことを
申し述べる必要はないのですが、津
島先生がおっしゃったように、日本
が持っている、積み上げてきた原子
力平和利用技術は国家の重要な資産
であって、この資産を失ってはなら
ないと思います。先進国が原子力の技
術をどんどん進歩させているなかで、
この先頭を走ることによって、原子
力の平和利用分野で、先進国の技術
を提供できる国として日本が進んで
いることは、国際政治の現実の中で
不可欠なことです。
そのことは同時に、表裏一体とし

て、何時でも日本は核を保有する技
術を持っているということが、暗に周
りの国々に分かることによって、わ

が国が極めて大きな核抑止の役割を
果たすことが同時に出来ているとい
う面を持っています。ここはおそら
く日本人が考えている以上に、アジア
の周辺国はそのことを非常に重く受
け止めています。日本が全く原子力
技術という世界から手を引いた場合
に、日本が持つ核の抑止手段の可能性
とか蓋然性が全くなくなることです
から、かえって原子力の平和利用を
止めた結果として日本は核の脅威を
受けるという、非常に皮肉な結果が
生まれることになります。日本が培っ
てきた50年の資産、遺産を日本は失
うべきではないというのが我々のと
るべき道なのでしょう。
津島　今のお話に同感です。このよう
な事故が起こってもなお、日本の原
子力エネルギー技術に関心を持って
おられる国々がいつくか有り、地政
学的に見ますといろいろなことを感
じさせます。あえて国の名前はここ
では挙げませんが。そういう意味で
原子力技術が非常に大きな影響力が
あることは、森本先生のおっしゃる
とおりであると思います。

「思いつき」ではなく、
しっかり議論し、
責任持って国民に明示

そこで政治がしっかりしなくては
ならないという思いが強まるわけで
す。こういう状況の中で、国民一人一
人の素直な気持ちとして、「いやこん
な迷惑の掛かりそうなものは勘弁し
てくれ」との気持ちはしっかり受け止
めなくてはならないわけですが、で
あるからこそ、将来に向けて、次の
世代に向けての政治の責任というも
のは、とても重いと言わざるを得ま
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せん。国民の皆さん方が、単純に率直
に思うことのそのままを政治が行っ
ているのであれば、ある意味では政
治家は要らないわけです。後世から、
あの時に大きな反対もあったけれど
も進めてもらって良かった、と言える
ようなことを行うことが出来るかど
うかが政治の責任だと思うわけです。
ポピュリズム、あるいは単純な市民
本位というのは、私は政治ではない
と思います。
これから国民や企業に、安定した生
活や力強い経済活動の継続を約束で
きるエネルギー政策を立案するため、
政治の在り方について両先生から厳
しいご指摘を頂きたいと思います。
森本　日頃から考えていることです
が、まず一つ目は、日本はエネルギー
資源、エネルギーと環境という政策が
他の政策と比べてプライオリティー
が低く設定されていたので、これを
他の財政政策、防衛政策、外交政策
と同じレベルに位置づけることが必
要です。
そのためにやるべき当面の課題は
三つあって、第一は、官邸に経済諮
問会議のような「エネルギー環境総合
政策諮問会議」といった組織を総理
の下にきちっと置くことがまず必要
です。そこで、トータルなエネルギー
と環境政策が、国の方針として総理
の下できちっと策定されることです。
第二は、日本の原子力安全行政組
織を一つにするという議論です。原
子力事故が起きた時に最終責任が環
境大臣にあるのではなく、権限を改
正した原子力安全委員会のような組
織が総理に直結していないといけな
いと思います。私はそのモデルがア
メリカのNRCだと思うのです。つま

り必要な勧告、助言が、直接総理に技
術的にできる権限がないといけない
と思います。アメリカのNRCはホワ
イトハウスに常駐しています。何か
あった場合に専門家が電話で呼ばれ
て集まってくるというものではなく。
NRCは巨大な組織で大きな責任と権
限を持っています。日本にもNRCに
匹敵するような組織がきちんとない
といけないと思います。
第三は、「エネルギー環境委員会」

といった国会の委員会が常時、他の委
員会と並列に常任委員会として設置
され、与野党を含めて組織され、そこ
に属する委員は常に日本の原発を見
ている、そして専門の知識を持ってい
ることが必要で、それではじめていろ
いろな議論が出来るわけです。そうい
う点では今、この分野において国会議
員に基礎的な知識が欠けているよう
な気がします。これをどのように補っ
ていくかがこれからの政治の責任の
第一歩ではないかと思っています。
津島　三つ目のご指摘の点、国会にも
エネルギーに関する常任委員会を設
けるべしという点は、今回の事故に
より、その様な事故対応の特別委員
会が出来ていますから、これが常任
委員会としてエネルギー環境問題を
しっかり扱うという良い道筋になる
のではないかと思います。
十市　今の政権を見ていますと、エ
ネルギー政策を決めるプロセスとか
責任の所在が非常に曖昧になってき
ていると思います。例えば国家戦略
室というものがあり、国のエネルギー
とか安全保障の問題など、国の基本的
に関わる問題をその国家戦略室がき
ちっと一元的に進めることが分かり
易いのですが、今はエネルギー・環境

会議という別の組織が出来て、そこが
極めて重要なことを決めようとして
おります。しかもその決定プロセスも
よく見えません。大事な国の基本に関
わるような政策を決める責任の所在、
政策を決めるプロセスを明確にして、
国民に分かり易くすることが今、政
治に求められているという気がして
います。
その関連で原子力は、原子力委員
会、原子力安全委員会、原子力安全・
保安院の組織を含めて、エネルギー、
環境、産業、外交、安全保障など多く
の分野が絡んでおりますので、本来的
にはもっと国のトップのレベルで整
合的に決める体制が必要です。フラン
スでは、原子力戦略を決める場として
国家原子力政策会議があり、そこに
は大統領を始めエネルギー担当大臣
は当然ですが国防大臣も入っていて、
国家の安全保障としての原子力問題
を議論して、政策を決定しています。
日本でもそういう組織が必要で、今回
のことを受けて、原子力については政
治が直接責任をとるという体制を作
るべきだと思います。原子力関係の
委員会は民間の方々が任命されてお
り、政治的な責任をとる体制にはなっ
ていません。今後は、原子力関連の
委員会の在り方について、検討が必
要ではないかと思います。
津島　期せずして両先生の最後のご
指摘は、やはり政治が責任を持って
しっかりやってもらいたいというこ
とになりました。将来のこの国のた
めに、大いに政治にも我々の強いメッ
セージを送ってまいりたいと思いま
す。
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天変地異というべきか、東北地方を
襲った東日本大震災は、北国の春の便
りを遅らせ、氷雨が、いまも胸に凍り
付いて溶けない。

行く春や鳥啼き魚の目は涙
芭蕉が奥州への漂泊の旅に出たのは、

元禄2年（1689年）の春3月27日、
いまから400年も昔である。津波と原
発事故の惨状に心傷めていたからだろ
うか、ふと、この句が浮かんだ。
大地震といえば、869年に起きた貞

観三陸地震がよく例に引かれる。大和
朝廷が編纂した歴史書『日本三代実録』
によると、押し寄せる津波は仙台平野
全域を水没させる大惨事になったとい
う。
そんな遠い昔のことに想いを馳せて

いた6月28日の朝のこと、新聞（日経）
を開くと、「文化」欄の「災害免れた松
島の貝塚」が目に止まった。内山純蔵（総
合地球環境学研究所準教授）氏のエッ
セイである。
内山氏は、「松島湾にある里浜貝塚や
大木囲貝塚など7,000～3,000年前の
遺跡は、標高15～30mの高台にあり、
今回の大津波被害を逃れた。縄文時代
の集落の大半は、海と山の接点にあり、
発掘しても地震を除けば大災害の被害
は見当たらないのが特徴だ」と考証し
て、「縄文人が防災を考慮していたとは

必ずしもいえない。狩猟、漁労、木の実
拾いと、より多くの仕事場に行きやすい
場所に住んでいただけだ。自然に＜広く
薄く＞依存し、いわば職住分離だったこ
とが災害に強いまちづくりにつながった
のだろう」と推論している。対照的に弥
生時代以降の集落を調べて、「洪水や津
波など大災害の跡がしばしば見つかる。
弥生時代の水田跡である仙台市の沓形
遺跡がいい例だ。海岸から4km離れて
いるにもかかわらず、その周辺は今回の
津波でも大きな被害を受けていた」とい
う、興味深い内容であった。
人類は、古

いにしえ

から自然の恐怖に曝
さら

され
てきた。人知を超える災害をもたらす
自然と向き合って何よりも役立つのは、
先人たちが過去の災害にどう立ち向か
い、生きてきたかという記録であろう。
その意味でも内山氏が、復興策には「縄
文人の＜広く薄く＞の思想を取り込む
べきだ」は、私の心を捉えた。
エネルギー政策というのは、地球環

境や資源問題と統合して考え、多様な
エネルギー源をどのように選択するか
という、国民生活にとっても重要課題
である。原子力は電力だけに利用され
ているのではない。いまやそのシェア
の半分以上が医療や工業、農業など広
範な分野で大きな役割を果たしている。
その原子力をただ感情的に、弊履の如

く踏みにじって許されるものだろうか。
科学では、「絶対安全」などあり得な

い。だから研究する意欲がわく。原子
力開発に情熱を傾けてきた研究者や技
術者は、原子力建屋、格納容器、圧力
容器など五重の壁で放射性物質を閉じ
込め、「多重防護」の設計思想で致命的
な事故を防ぎ、炉心の溶融や暴走も、
緊急炉心冷却装置（ECCS）で備えて
きた。こうした安全技術に確信をもち
ながらも、自らは「絶対安全」という
言葉を口にすることはなかった。「安全
神話」は、だれが言い始めたのか、一
人歩きしてきたのだ。関係者もまたこ
の「安全神話」という言葉の魔力に取
り付かれて、過信していたのではない
かと思うと、悔やまれてならない。
原子力への逆風のなかで思い出す人
がいる。森一久さんだ。森さんは広島
で自らも被爆し、家族の5人を失われ
た。原子力の怖さを身をもって体験さ
れた方である。京都大学に入り、湯川
秀樹先生の物理学教室で素粒子論を学
んだ。お会いするたびに、「危険な原子
力を、安全に、公明正大に推進しよう
というのが、国民に対して大きく重い
＜契約＞であった」と話されていた森
さんの顔が、懐かしく浮かんでくる。
湯川博士は常々、「海外で運転実績が

ある完成品の輸入は、安全性への過信

国民に対する重い「契約」

後 藤　 茂

72
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をもたらす危険性がある」と諭し、軍
事利用の海外の動向に左右されない自
主的な技術開発を主張しておられたと
いう。「原子力を扱う人間は人類への重
い責任を担っている」という師の言葉
を胸に秘めて、民間の分野で原子力推
進の体制づくりに情熱を燃やされてい
た森さんも、いまは亡い。
もう一人、伏見康治先生も忘れられ

ない人だ。大阪大学のサイクロトロン
がGHQの指令で破壊されたとき先生
は、物理学の泰斗菊地正士先生と「二
人とも涙を流した」。（伏見康治著『時
代の証言』）。伏見先生とは原子力黎明
期のころ、松前重義先生から言われて、
上野の森にあった日本学術会議にお邪
魔して、原子力基本法の骨格作りを語
り合った記憶が、いまも鮮やかに蘇っ
てくる。
最近の原子力に対して危惧の念を抱

いておられた先生は、JCО事故のとき、
「＜売り家と唐様で書く三代目＞という
川柳がある。刻苦勉励の初代が築き上
げたものを苦労知らずの孫が蕩尽する
という意味だ。いまの原子力は、この
＜三代目＞のように思える。…　一代
目の研究者や技術者らは、初めて扱う
技術に対する畏れと緊張感、三度の飯
より研究が好きという情熱を持ち、被
爆国において原子力を扱うことの困難
さを、安全の誓いによって乗り越えて
見せるという真摯さがあった」（「どう
した技術大国」読売新聞）と嘆いてお
られた。重い言葉だと思いここに引用
させてもらった。
ところで、最近のメディアが、著名

な作家や芸術家などを登場させて反原
発を煽っているのはどうしたことだろ
うか。その例に挙げて恐縮だが、作家
の池澤夏樹氏が寄せた「終わりと始ま

り」（朝日新聞、10月4日）という次の
文章など、暗然たる気持ちにさせられ
る。「我々はこの国の電力業界と経済産
業省、並びに少なからぬ数から成る原
発グループの首根っこを捕まえてフク
シマに連れて行き、壊れた原子炉に鼻
面を押し付けて頭を叩かなければなら
ない。」磔の刑に処しても飽き足らぬと
いわんばかりだ。
日本人が、昔経験した失敗や高い代

価を払って学んだはずの教訓を、いと
も簡単に忘れ去るようになってしまっ
たのはいつごろからだろうか。それで
も、理性的に原子力を見つめておられ
る方もいる。歌人の岡井隆さんは、日
経新聞の「私の履歴書」に、こんな思
い出を書いている。「広島に原爆が投下
された翌日だったと思うが、旧制高校
の物理の教官がこの新型爆弾が原子核
物理に由来していることにほんのりと
触れた解説をした。戦後になってから
今度は正式に原子核の構造と、そこか
ら解き放たれる莫大なエネルギーにつ
いて習って、それを解き明かした人間
の理知というものに脅威を抱いた。理
工系に進学することをあきらめたが、
世の中の反原子力の考えには組しがた
い気持ちがあり、しばしば＜原子核の
歌＞を作ってきた。

亡ぶなら核のもとにてわれ死なむ
人知はそこに暗くこごれば
『αの星』
という一首は1983年ごろの歌だが、

核エネルギーの発見には人智が暗鬱な
形ではあるが凝縮している。自分は、
もし亡びるならその力のもとに亡びて
もよいと思い、あのすばらしい科学技
術を平和的に利用すべきだといったの
である。」
永井隆博士は、被爆者の救護に奔走

しているうちに病状が悪化する。死の
直前、長崎医大の学長にあてた手紙を
読むと、胸打たれ泪に滲む。
「スベテハ終ワッタ。祖国ハ敗レタ。
吾教室ハ烏有ニ帰シタ。住ムベキ家ハ
焼ケ、着ル物モ失ワレ、家族ハ死傷シタ。
今更何ヲ云ワンヤデアル。唯願ウ処ハ、
カカル悲劇ヲ再ビ人類ガ演ジタクナイ。
原子爆弾ノ原理ヲ利用シ、コレヲ動力
源トシテ文化ニ貢献デキル如ク更ニ一
層ノ研究ヲ進メタイ。転禍為福。世界
ノ文明形態ハ原子エネルギーノ利用ニ
ヨリ一変スルニキマッテイル。ソウシ
テ新シイ幸福ナ世界ガツクラレルナラ
バ多数犠牲者ノ霊モ亦慰メラレルデア
ロウ」
また、広島大の長田新教授が編まれ

た『原爆の子　－ひろしまの少年少女
のうったえ－』には、原爆は許せない
との思いにあふれているが、そのなか
に、当時広島中学三年生だった田辺雅
章君の「原子力はおそろしい。悪いこ
とに使えば人間はほろびてしまう。で
も、よいことに使えば使うほど、人類
が幸福になり、平和がおとずれてくる
だろう」という声も収められている。
1935年、ノーベル賞を受賞したキュ
リー夫人は、授賞式でこう語っている。
「研究者が自由に元素を創ったり、こ
わしたりしながら爆発的な性質をもつ
核反応、すなわち真の化学的反応を実
現することが出来るであろう。このよ
うな変換が物質の中に広がることにな
れば、利用しうる莫大な量のエネルギー
の放出を想像することができる」
すべてを焼き尽くした日本をどう復
興させるか。有澤廣巳先生などの学者
が、先ず電力、そのために石炭を増産し、
鉄鋼を再建するという「傾斜生産方式」
を唱導した。電源復興に意欲を燃やし
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た政治家のなかから、自民党では中曽
根康弘・前田正男・斉藤憲三・稲葉修
衆議院議員、社会党では松前重義・志
村茂治・岡良一衆議院議員が原子力平
和利用の先頭に立ったのである。連日
連夜、党派を超えてエネルギーの将来
を語りあい、日本の原子力開発の制度
作りに没頭した。世に言う「七人の侍」
である。
久しぶりに書斎を整理していると、

岡良一先生が書かれた『誰にもやさ
しい原子力発電』という本がでてき
た。1967年9月に発行されたもので、
A5判、わずか46ページの小冊子だ。
読み返してみると、岡さんの原子力に
寄せる思いが伝わってきて懐かしい。
「原子力発電の安全性」という項を読む
と、「核物理の専門家であればあるほど、
安全だと保証することができないのが
現状である」といって、1967年の2月、
アメリカの原子力委員会がジョンソン
大統領に送った報告の一節を紹介して
いた。
「炉安全計画の第一の目標は、炉設備
固有の安全性を最大にすることである。
この目標を達成するためには、安全関
連技術、基準、標準などの継続的発展
とこれに伴う安全性研究開発機関の設
置、又事故をふせぎ、その被害を最小
限度に抑えるため工学的安全対策を優
先的に開発中である云々」。
岡さんは、｢日本の科学技術の進歩、

国民生活の福祉のためにも原子力発電
を頭ごなしに否定すべきではないと信
ずる。又よしなき不安に怯える必要も
ない。とにかく科学的に客観的に人智
のおよぶ限りもっとも厳密な対策を講
じ、調査検討し、得られた科学的結論
を尊重すべきである｣という。
こうした先輩にひきかえ、菅直人前

首相の取った態度は、なんともなさけ
ない。「ぼくは原子力に詳しい」と高言
していた菅氏は、「原子力のリスクの大
きさを考えたとき、これまでの安全確
保という考え方だけではもはや律する
ことが出来ない」と、脱原発を叫んだ
のだ。地震学者の間でも地震予知はま
だ不可能といわれている段階で、出し
た浜岡原発運転停止の総理命令は、一
部メディアと反原発勢力を熱狂させて、
一挙に脱原発の流れを作り上げ、理性
的に考える人々をも沈黙させている。
しかし、この非科学的な決定に怒り

を顕にした人々も出てきた。益田恭尚
さん（元東芝エネルギー事業本部主席
監）と林勉さん（元日立製作所原子力
事業部長）が、「総理よ、原子力技術を
貶めることなかれ」と、怒りの声を挙
げたのである。
「今後30年間に87%の確率で地震が
起こると予想されているということ以
外、なんらの技術的説明もないまま全
面停止を要請してきた。今回の事故で
信頼を一気にさげたが、だからといっ
て、これまでの技術を投げ捨て、エネ
ルギー危機に対する責務を放棄してい
いのか。大半の国はいまだ原子力の推
進という方針を変えていない。重大な
事故を経験した日本だからこそ、より
安全な原子力利用に貢献できることは
少なくないはずだ。世界的エネルギー
需要の伸び、化石燃料価格の異常高騰、
自然エネルギーの利用における我が国
の地政学的不利を知れば、準国産エネ
ルギーとして営々と技術を蓄積してき
た原子力エネルギーの重要性は、決し
て変わるものではない」（『正論』7月号）
広島生まれの作家、阿川弘之さんも

「残念なのが政治家の振るまいだ。君
子固より窮す。＜小人窮すれば斯

ここ

に濫

す＞という論語の言葉を思い出した。
濫す、つまり取り乱している小人とし
か言えないのが首相をはじめとする国
の指導者層だ」と慨嘆している。
事故の実態を掴むのにそれほど時間
はかからないと思う。その実態から教
訓を引き出せば、解決策は必ず見つけ
出せる。それを国際協力の下に実施す
れば、原子力災害の備えは世界的に進
むだろう。世界はそれを望んでいるの
だ。その期待に堪えることが、福島を
応援してくれている世界への貢献であ
り、日本の原子力の将来につながる。
病理学者の森亘さんの「理屈」とい
うこんなコラムをみつけた。
「戦争に敗れて、それまであったもの
はすべて悪かったんだ、といわんばか
りの風潮が日本全国を覆った。過去の
ものは良いこと悪いことを含めてすべ
て否定されてしまった。理屈で相手を
言い負かすことが、必ずしも良い考え
ではなく、ましてや心理とは限らない。
正論というものは、時として理屈に弱
いものであり、非常に平凡な、ごく当
たり前の、理屈以前のことですらあり
うる」。
このところ、原子力をめぐる国民世
論の動向をみていると、脱か、推進か
の二者択一を迫ってお互いを熱くさせ
ている。資源のない日本の安全保障や、
エネルギーの安定確保など、冷静に判
断をする余地も与えずに、解を求めて
いるかにみえる。
目を瞑り、耳を塞ぎ、黙して語らな
いと、誤りの淵が覗く。永井隆博士の
言葉ではないが、｢転禍為福｣のいい機
会だ。沈黙の口を開きたい。

（元衆議院議員）
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編集後記
国際的政治の動向として二つの出来事が

ありました。一つは、ギリシャの首相の決
断というか発言です。EU諸国の首脳が決め
たギリシャ金融危機を防ぐ包括策を、パパ
ンドレウ首相が国民投票にかけると宣言し
たことでした。この「思いつき」であろう
発言を、仕事帰りの居酒屋のテレビで見て
いたとき、誰かが「ギリシャ版菅内閣だ！」
と。周りの客に笑う人なく頷くばかり。
この発言には、EU諸国の首脳も大いに

慌てたことが報道されました。結局、最大
野党の協力を条件に国民投票の撤回をし、
パパンドレウ内閣の信任も僅差で得て、EU
に踏みとどまりました。微笑む本人の映像
からは、EU各国政府関係者の努力、苦労も
何処吹く風でしょうか。11月6日にパパン
ドレウ首相は辞任を表明、連立政権による
強力な首相の選出が待たれます。

もう一つ、わが国の国際原子力開発（株）
とベトナム電力公社との間で、9月29日に
原子力発電所建設事業に関する協力覚え書
きが締結されました。福島第一原子力発電
所の大事故を踏まえてのベトナム政府関係
者の、わが国の原子力発電技術に対する信
頼と決断には頭が下がります。本来の政治
の在り方、政治家の姿勢を見た思いです。
東京都が11月3日、岩手県宮古市からと

りあえず瓦礫30～40トン（コンテナ6台分）
を受け入れました。大震災被災地の瓦礫処
分を受け入れ表明した自治体としては、第
一号でした。10月末までに東京都庁には、
約2,100件の反発の声が寄せられたようです
が、石原都知事がその声に対して「（放射線
量を）測って何でもないものを持ってくる
のだから、黙れと言えばいい」と発言しま
した。政治家ですねえ。
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